
1. 背景
新しい学年暦が始まり, 英語音声学の最初の授業を英

語で始めたことがある. その最初の授業の中で, しばら

くは学生たちも大事な事柄を聞き逃さないように真剣な

面持ちで耳を傾けていた. その授業はそのまま何事もな

く終わった. その次の授業でも, 英語による挨拶から

Teacher talkを経て, 音声学の講義と実践に入っていっ

た. ところが, 授業も中程にさしかかると, ある学生が

｢日本語で授業をやって欲しい｣ と言った. ｢英語の授業

なのだから英語で行う｣ と言ったところ ｢全部を理解で
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Abstract

The aim of this paper is to consider the use of L1 (the Japanese language) in English classes in Japan. In 2013 the

Ministry of Education announced that when taking into consideration the characteristics of each English subject,

classes, in principle, should be conducted in English in order to enhance the opportunities for students to be exposed to

English, transforming classes into real communication scenes. Since then, English teachers have been struggling to use

English only, without using any Japanese, in their classes. Referring to a worldwide knowledge and findings of the use

of L1 in foreign language classes, the research results indicate that English teachers should use L1 in English classes

in Japan without any hesitation.

要旨

日本における英語の授業において第一言語, すなわち日本語, を使用することについて考察する. 2013 年に文部科学省は

それぞれの英語科目の特徴に鑑み, 生徒が英語に触れる機会を増やし, 授業を実際のコミュニケーションの場面とするため

に原則として, 英語の授業は英語で行うこととすると学習指導要領の中で規定した. それ以来, 英語教員は授業において日

本語を使わずに英語のみを使用することに悪戦苦闘してきている. 外国語の授業における母語の使用に関する世界的な知見

を参照しながら, 日本において英語教員は英語の授業において迷うことなく母語を使用することを提示する.
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きないので日本語を入れてください｣ と反応が返ってき

た. そこで, 教科の特性上もあり, 英語と日本語を半々

で授業を進めることにした. 学生たちは安心をして, そ

れ以後の授業も真剣に説明を聴き, ノートをとり, 調音,

発音の練習に励んでいた. しかし, 著者は, 実際に日本

語を使用することにより理解が深まり, 学生たちの目標

言語使用や習得にネガティブな影響がないのだろうかと

考え, 著者が教えている学生たち, 他学部の学生たち,

高校生 (普通科と英語科), 英語教員たちに意識調査を

することにした.

2. 先行研究
Krashen (1981: 67) は ｢外国語を習得するのは子ど

もが母語を獲得するような自然で, 無意識的な過程であ

る. したがって, 母語の使用は最小限にされるべきであ

る.｣ と提唱した. さらに, 多くの英語教育専門家たち

は, 授業において第 1言語 (以後母語と呼ぶ) 使用は考

えられないし, 今日のコミュニカティブな授業において

は起こりえないことだと主張している. 彼らはもし母語

に頼って目標言語習得の学習を継続するなら意味のある

目標言語でのコミュニケーションがどうやって行うこと

ができるのかと疑問を呈している. 一方で, 目標言語の

獲得は目標言語でのみ行うべきであるという考えに異論

を唱える学者たちが出てきた. Hopkins (1988: 18-24)

は, ｢個人としてのアイデンティティーの感覚は母語と

切り離せないほど密接に関係している. だから, もし第

2言語の学習が母語を無視するよう勧められれば, 自分

のアイデンティティーは脅かされると感じるのももっと

もである.｣ としている. Atkinson (1993: 13) は ｢母

語は重要なリソースであり得るし, 単一言語使用クラス

の教師は誰でも母語使用を悪いことだとする理由は確か

にない.｣ としている. また, 母語を排除することはそ

の母語を批判することになり, その母語を下級の言語だ

と思わせてしまうという議論もあった. Nation (2003:

7) は ｢母語を下等だと見なすことは目標言語の学習者

たちに心理的に悪い影響を与える.｣ と述べている.

最近, 第 2言語習得あるいは外国語としての英語習得

の専門家たちの間で, 外国語としての英語学習環境にお

ける母語が果たす役割の必要性について新たに気づきが

起きている. たとえば, Nunan and Lamb (1996: 100)

は ｢英語運用能力がより低い生徒を教えている教師たち

は母語の使用を禁止することは実際不可能であると考え

ている.｣ と強く主張している. また, D�rnyei and

Kormos (1998: 349-385) は ｢目標言語で不足している

ところを補うためのコミュニケーション方略として第 1

言語が第 2 言語学習者によって使用されている.｣ とし

ている. Auerback (1993: 9-32) は授業における母語の

積極的役割を認めるだけでなく, 授業を受ける際の安心

感, 教室管理, 言語分析, 文法規則の提示, 異文化問題

の論議, 指示や言葉を発するきっかけを与えること, 誤

りの説明, そして理解の確認のためにも母語の使用を認

めている.

日本の英語教育研究者で同時通訳者でもある鳥飼

(2018: 99-100) は, 英語のみによる授業を行うことに異

論を唱えると共に警鐘を鳴らしている. 英語のみで授業

を行うと生徒は授業の内容を十分に理解せず, 自信を失っ

たり, 英語で言語活動の説明が終わり, 何らかの活動を

するときになって, 隣の生徒に ｢先生, 今なんて言った

の？｣ と尋ねたりしている場面を学校現場で観察してい

る. さらに, 英語だけでの授業は内容が浅薄になり, 生

徒の知的関心を喚起しないとも述べている. また, 海外

の外国語教育研究においては, 母語の使用と翻訳の効用

を積極的に認める流れが出てきているとして次のような

事例を紹介している.

世界の外国語教育に多大な影響を与えている欧州

評議会による ｢複言語主義｣ (Plurilingualism) で

は, 母語の重要性を指摘し, 母語を活用しつつ母語

以外に二つの言語を相互に関連付けて学ぶことで,

豊かなコミュニケーション能力を育成することを目

指している. その複言語主義を具現化するために開

発された CEFR (Common European Framework

of Reference for Languages欧州言語共通参照 枠)

では, ｢訳す｣ ことも重要な能力として扱っている.

(中略) ｢英語を英語だけで教えること｣ は, 指導方

法の一つとしてはありうるが, 唯一無二の正しい指

導法とは限らない.

このように, 英語教育の専門家たちの英語習得学習に

おける母語使用については様々な考えがあることがわか

る. そこで, 実際に英語教育を受ける生徒・学生や高校・

大学の英語教員は英語の授業内での日本語使用について

どのように考えているのかを調査してみた.
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3. 調査結果の分析と考察
3. 1 調査対象者

愛知県内の私立大学の健康科学部 1年生 123 名, 経済

学部 1年生 84 名, 国際福祉開発学部 1年生 35 名, 国際

福祉開発学部 2 年生 31 名, 大学英語担当教員 5 名, 愛

知県内県立高等学校英語科 2 年生 36 名, 普通科 2 年生

36 名, 愛知県立高等学校英語教員 9 名, 愛知県内中学

校・高等学校英語教諭で組織する ｢英語授業達人の会｣

の会員 18 名である.

3. 2 調査の方法

Schweers (1999: 6-12) のアンケート調査を参考にし,

生徒・学生用に 7項目, 教員用に 6項目の質問項目を作

成した.

3. 3 結果および考察

問 1 英語の授業で日本語を使うべきだと思いますか.

健康科学 1年, 経済 1年, 高校 2年普通科についてみ

てみると, 英語の授業や英語で授業を受けている時間数

が比較的少ないことと英語学力が低い生徒が多いことに

より ｢はい｣ と答えた割合が, 90％を越えている. 国際

福祉開発 1 年は 74％が, 2 年生は 77％が ｢はい｣ と答

えている. これは他学部に比べて英語の履修時間がかな

り多いことや英語で授業を受けている機会が多いことか

らの結果である. 高校 2年英語科の生徒は ｢はい｣ と答

えた割合が, 53％と一番低い数値であった. これはこの

高校では文科省の SELHi研究指定校でもあり, 英語の

授業を英語で行っていて, 日本語を使わないことに慣れ

ていることが報告されていることからわかる. 一方, 高

校教員, 大学教員では, 100％が ｢はい｣ と答えている.

これは, ｢複雑な文法項目を説明する時｣ や ｢難解な概

念や考えを説明する時｣ に日本語が必要だと考えている

からである.

問 2 英語の授業であなたの先生に日本語を使ってほし

いですか.

｢必要ない｣ と答えた者が, きわめて少ない割合で,

高校 2 年普通科 2.8％, 国際福祉開発 2 年 6.5％であっ

た. 日本語を ｢必要ない｣ と ｢少し使用｣ を含めると,

国際福祉開発 1 年 68.6％, 国際福祉開発 2 年 71％, 高

校 2 年英語科 50％である. これは, 問 1 でも見られた

ように, 英語で授業を受けることに慣れていることが理

由である. 日本語を ｢時々使用｣ と ｢大いに使用｣ を含

めると, 健康科学 1 年 65％, 経済 1 年 78.6％, 高校 2

年普通科 69.4％である. これは, 英語の学力がやや低

い生徒が多いことと英語の授業を英語で受けることに慣

れていないことが理由であると考えられる.

問 3 英語の授業においていつ日本語を使う必要がある

と思いますか. (複数回答可)

1) 新出語彙や抽象的な語の定義をする時

｢新出語彙や抽象的な語の定義をする時｣ を選んだの

は高校 2年英語科の 75％で, 健康科学 1年, 経済 1 年,

国際福祉開発 2年, 高校 2年普通科, 達人の会教員, 大

学教員が 50％を超える割合である. 国際福祉開発 1 年

と高校教員は, ｢新出語彙や抽象的な語の定義をする時｣

にあまり日本語を必要としていないことがわかる.
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2) 語句や表現の使用を練習する時

｢語句や表現の使用を練習する時｣ を選んだのは経済

1 年の 56％と最も多く, 続いて健康科学 1 年の 52.8％,

高校 2 年普通科の 50％と続いている. 最も少ないのが

国際福祉開発 2 年の 29％である. 教える側の達人の会

教員は 11.1％と最も少なく, 日頃から英語で授業をし

ていることと, 語句や表現の使用を練習する際に細かく

説明を要しないし, 練習のための指示を与えることが多

いため英語で十分指示を理解させることができている.

3) 複雑な文法項目を説明する時

｢複雑な文法項目を説明する時｣ については, 学習者

側も教える側も全体的に日本語使用が必要と考えている.

国際福祉開発 1年は, 62.9％が日本語使用を必要と考え

ており, 国際福祉開発 2 年の 80.6％より 17.7 ポイント

少ない. また, 高校教員と大学教員で見てみると, 大学

教員は 100％が日本語使用を必要と考えており, 高校教

員は 88.9％となっている. 多少の差はあるが, 教員全

体で考えると, 文法項目を説明する時は日本語の使用が

必要だと認識している.

4) 難解な概念や考えを説明する時

｢難解な概念や考えを説明する時｣ 最も多い割合で答

えたものは, 高校教員の 77.8％で, 次いで経済 1 年の

77.4％, 健康科学 1年の 73.2％となっており, 最も少な

かったのは大学教員の 40％で, 次いで高校 2 年英語科

の 47.2％であった. 高校教員が多かったのは生徒が英

語で理解する力や高校教員が英語で説明する力に自信が

なかったり, 適切な英語力が不足していたりすることな

どが考えられる.

5) 指示を与える時

｢指示を与える時に日本語を使ってほしい｣ と考えて

いるのは, 経済 1 年の 60.7％が最も多く, 次いで高校 2

年普通科の 47.2％, 健康科学 1 年の 42.3％である. 国

際福祉開発 1年・2 年と高校 2年英語科は指示を与える

時に日本語はほとんど必要ないと考えていることがわか

る. 教員については全員が, 指示を与える時に日本語は

必要ないと考えている.

6) もっと効果的な学び方について教えてくれる／教

える時

生徒・学生について見ると, 英語のもっと効果的な学

び方について教えてくれる時に日本語が必要だと考えて

いるのは, 経済 1 年の 51.2％が最も多く, 次いで国際

福祉開発 1年の 42.9％, 国際福祉開発 2年の 29％となっ

ている. 教員の側で見ると, 英語のもっと効果的な学び

方について教える時に日本語が必要だと考えているのは,
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達人の会教員が 33.3％となっており, 高校教員と大学

教員については, 英語のもっと効果的な学び方について

教える時に日本語は必要ないと考えている. 達人の会教

員は日頃英語の授業を英語で実践しているが, その中で

も日本語の必要性を認めているのは, 教えているクラス

の中に学力差が著しい生徒たちを相手にしていることと

生徒が教師の英語をしっかり理解できるかどうかに不安

が残るからだろう.

問 4 もし英語の授業で日本語の使用が必要だとするな

ら, それはなぜですか. (複数回答可)

1) 難しい概念をよく理解するのに役立つ

｢難しい概念をよく理解するのに役立つ｣ を選んだの

は, 高校 2 年英語科と高校教員が最も多く 77.8％であ

る. これら以外の多くのものたちも, 同様な考えである.

2) 新出語句をよく理解するのに役立つ

｢新出語句をよく理解するのに役立つ｣ を選んだもの

は, 大学教員の 60％が最も多く, 次いで健康科学 1 年

の 57.7％, 経済 1 年の 48.8％となっている. 一方, 高

校 2年英語科と高校教員ではこの選択肢を選んだものが

22.2％と達人の会教員が 33.3％と低い数値である. 英語

で授業を行っている教員, 英語で授業を受けている生徒

にとって新出語句の理解には日本語をあまり必要として

いないことがわかる.

3) 安心するし, ストレスを感じない

英語の授業で日本語使用が必要だと考える理由として

｢安心するし, ストレスを感じないから｣ を選んだのは,

経済 1 年の 41.7％が最も多く, 次いで大学教員の 40％,

達人の会教員の 38.9％, 健康科学 1 年の 29.3％と続い

ている. 全体的に見ると, ｢安心する, ストレスを感じ

ないから｣ 日本語使用が必要だと考えるのは 50％に満

たない. 従って, この理由は英語の授業を英語で行って

もあまり影響がないことがわかる.

4) 授業で途方に暮れない (授業について行くことが

できる)

英語の授業において日本語使用が必要な理由として

｢授業で途方に暮れない (授業にきちんとついて行ける)

から｣ を選んだのは, 高校 2 年普通科の 61.1％が最も

多く, 経済 1 年の 47.6％, 健康科学 1 年の 33.3％と続

いている. 他方, 高校教員と大学教員はこの選択肢を一
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人も選ばなかった. また, 高校 2年英語科と達人の会教

員は 11.1％と同じ割合で, 英語で授業を行ってもきち

んとついて行けると考えるものが多いことがわかる.

問 5 英語の授業において日本語使用は英語を学ぶ上で

役に立つと思いますか.

日本語使用は英語を学ぶ上で大いに役立つと思うを選

んだのは, 経済 1 年の 34.0％で最も多く, 次いで高校 2

年普通科の 25％である. ｢大いに思う｣ と ｢かなり思う｣

を合わせると, 高校教員の 77.8％が最も多く, 経済 1

年の 68％, 高校 2 年普通科の 66.7％, 達人の会教員の

55.6％, 高校 2 年英語科の 50％と続いている. 高校教

員は英語の授業において日本語使用は肯定的に受け止め

ていることがわかる. 一方, 大学教員は ｢大いに思う｣

と ｢かなり思う｣ を合わせると, 40％と高校教員よりは

少ないが, 高校教員同様日本語使用について肯定的な考

えを持っている.

問 6 英語の授業でどの程度日本語を使うとよいですか.

この問は生徒・学生と教員で分けてみてみたいと思

う.

生徒・学生で見てみると, 日本語を ｢全く使わなくて

よい｣ と考えているものが, 国際福祉開発 2 年の 19.4

％, 経済 1年の 1.2％である. ｢全く使わない｣ と ｢めっ

たに使わない｣ を合わせると, 国際福祉開発 2年の 64.6

％が最も多く, 次いで国際福祉開発 1 年の 25.7％であ

る. 逆に, 日本語をかなり頻繁に使ってほしいと思って

いるのは, 経済 1 年の 35.7％, 高校 2 年普通科の 30.6

％が目立って多い. ｢かなり頻繁に使う｣ と ｢時々使う｣

を合わせると, 健康科学 1 年の 94.3％が最も多く, 高

校 2 年普通科 93.6％, 高校 2 年英語科 86.1％, 経済 1

年 84.5％となっている.

教員で見てみると, 日本語を全く使わないと考えてい

るものは一人もいない. 大学教員は ｢時々使う｣ を選ん

だものが 80％と高い数値を示し, 高校教員についても

約 70％が日本語使用を選んでいる. これは, 生徒・学

生, 教員たちの大多数が日本語を使うことに肯定的な考

えを持っていることを示している.

問 7 1 時間 (50 分) の英語の授業において何％ぐらい

日本語を使ってほしいですか.

生徒・学生で見てみると, 1 時間 (50 分) のうち日本

語使用は 5分程度でよいと考えているのは, 高校 2年英

語科 22.2％, 国際福祉開発 1 年 20％, 国際福祉開発 2

年 16.1％である. また, 日本語使用は授業の半分未満,

すなわち 25 分未満でよいとするのは, 国際福祉開発 1

年 91.4％, 国際福祉開発 2 年 80.6％, 高校 2 年英語科

76.7％, 健康科学 1 年 55％となっている. 国際開発 1

年・2 年と高校 2年英語科については日頃英語で授業を
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受けていることから日本語使用は少ない方がよいと考え

ていることがわかる. しかし, それらのグループにおい

ても日本語を半分以上使用してほしいと考えているもの

が少なからずいることを見逃してはならない. 特に, 高

校 2 年普通科では 66.7％, 経済 1 年で 57.8％, 健康科

学 1 年で 44.6％もの学生たちが半分以上 (25 分以上)

日本語を使用してほしいと望んでいる.

教員に目を向けてみると, 日本語使用は授業の半分未

満, すなわち 25 分未満でよいとするのは, 達人の会教

員 94.4％, 大学教員 80％, 高校教員 77.7％と非常に高

い数値を示している. 特に, 達人の会教員では, 日本語

使用は 5 分以内でよいと考えているものが 22.2％, 大

学教員で 20％いる.

4. まとめ
2009 年 3 月に文部科学省が告示した学習指導要領に

は, 高校の英語授業は ｢英語で教えることを基本とする｣

と明記された. 英語のインプットを多くし, 英語でコミュ

ニケーションをしている場面の模擬体験の場とするとい

うことであるが, 2009 年以前の英語科目 ｢オーラル・

コミュニケーションⅠ・Ⅱ｣ の授業を使って日本語で文

法を教え ｢OCG｣ (オーラル・コミュニケーション・グ

ラマー) に化けている現状を是正すべく打ち出したショッ

ク療法でもあると言える. ｢英語で教えることを基本と

する｣ ということは, あくまで基本であって, 日本語の

使用を禁じているわけではない. コミュニカティブ・ア

プローチの導入によって, 様々な種類の言語活動が行わ

れてきている. 学習者は以前よりもペア・ワークやグルー

プ・ワークの機会が増えている. また, 学習者が何をど

のように話したらよいか, 書いたらよいかがわからない

時がよくあるし, 自分の考えを伝えようともがいている

場合も多々ある. そのような時, 学習者の英語の学力レ

ベルによっては, 学習者に説明をしたり, 指示を与えた

り, 学習者の理解度をチェックしたりするのに母語を使

うことはある.

母語使用の利点を挙げるとすると, 学習事項, たとえ

ば単語や句・熟語, 構文など, を説明する時に, 特に抽

象語の概念や意味を説明する時に英語でしていては時間

の無駄であるし, 英語で説明したことを学習者がきちん

と理解したかどうか不確かであることが多々ある. そう

いう場合には, 日本語で行う方が限られた時間の中で正

確に伝えることができる.

特に, 英語学力が低い学習者にとって英語学習はたや

すいものではないし, 英語だけで授業を受けることは彼

らにとって大変ストレスがかかることである. 母語を使

うことによって学習者はリラックスして目標言語を学習

することができる.

日本は EFL (English as a Foreign Language) 環

境であるので, ESL (English as a Second Language)

とは環境が大いに異なる. 教室を一歩出れば, すべて日

本語で用を足すことができる環境にある. そのような環

境のもとで, 著者が考える日本語を使用したほうがよい

と考えるときを 10 項目以下に示す.

① 文法の説明のとき

② 語彙の意味 (抽象的な語彙に限る) を伝えるとき

③ 発音の仕方を教えるとき (英語で行う方が望まし

い)

④ 教室における生徒の行動管理 (classroom behav-

ior management) のとき

⑤ Code-switching (コード切り換え) を英語の知

識が不十分な生徒に対して行うとき

⑥ 日英比較対象をするとき

⑦ 課題や宿題を与えるときに詳細な説明が必要なと

き

⑧ 複雑なペアワークや複雑なグループワークの方法

を説明するとき

⑨ 文化的な問題を深く探る必要があるとき

⑩ Schematic & Contextual Knowledge (概略そし

て文脈知識) を与える必要があるとき

Weschler (1997: 87-110) は, "L1 should be used in

the classroom, since it can make the lesson compre-

hensible and save classroom time." (母語を使用する

と授業が理解しやすいし授業時間を節約できるので, 母

語を使用したほうがよい) と主張している.

しかし, いつまでも同じように日本語を使用し続ける

ことは好ましくない. 学習者の学習レベル, 英語運用能

力の向上が進めば, 母語の使用をできるだけ少なくする

ことが肝要であろう. これは, 今回の調査でも英語で授

業を受けることに慣れている生徒・学生は日本語使用の

割合は少なくてよいと答えていることからも明らかであ

る. Atkinson (1993: 13) は, "L1 can be a valuable re-

source if it is used at appropriate times and in appro-

priate ways." (適切なときに適切な方法で使用される
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ならば母語は価値のあるリソースであり得る) と述べて

いる. バイリンガル研究の第一人者である Cumminsは,

CALP (Cognitive Academic Language Proficiency

認知学力的言語能力) を教える初期の段階では母語の使

用が効果的であると述べている. 著名な応用言語学者の

久保田は, 彼女の新著 ｢英語教育の幻想｣ (2018: 202,

211) の中で, ｢授業は英語で｣ は, 海外の応用言語学な

らびに英語教育における最近の動向からは支持されてい

ない指導法であると述べている. さらに, 海外の応用言

語学の潮流は, 言語習得における母語の役割を重んじる

傾向にあり, それは, 実証的・理論的・理念的な知見に

基づいていて, 授業を英語で行えば英語の習得が促進さ

れるという確証はないとも述べている.

日本の中学校・高等学校・大学等で実践されているコ

ミュニカティブ・アプローチについても, 厳密に言えば,

母語の使用を禁止してはいない. 目標言語を使用して学

習しながらも, 時と場合によって母語を使用することに

ついては寛容である. 母語使用を禁じたのは, Natural

Methodまたは Direct Methodであり, Audio-Lingual

Methodであるが, 期待されたほどの効果が生まれなかっ

たことは周知のことである.

5. 今後の課題
今回の意識調査により英語の授業における母語使用は,

目標言語すなわち英語の習得にネガティブな影響を与え

るものではないことがわかった. しかし, まとめでも述

べたように, 母語を使用していた時と同じ頻度で母語を

使用し続けることは避けなければならないと考える.

学習指導要領 (2009 年 3 月告示) 第 3款 4 ｢英語に関

する各科目については, その特質にかんがみ, 生徒が英

語に触れる機会を充実するとともに, 授業を実際のコミュ

ニケーションの場面とするため, 授業は英語で行うこと

を基本とする. その際, 生徒の理解の程度に応じた英語

を用いるよう十分配慮するものとする｣ を実践していく

ためには, 2 つの大きな課題があると考えられる. ひと

つは, 多くの高校英語教員がよく話題にする ｢英語で授

業を行っていては, 大学入試問題が解けないし, 大学入

試で高得点がとれない｣ ということ, ふたつには, ｢英

語表現｣ という科目が理念として, そして実際としては

英語でコミュニケーションを行うはずなのだが, 実際に

は英語でコミュニケーション活動を行わず, しかも文法

の授業に化けてしまっている実態があるように, ｢英語

で授業を行う｣ ということがなおざりにされてしまうの

ではないかということである.

第一の課題については, 大学入試センター試験をはじ

めとし, 非常に多くの大学入試問題も大きく変化し, 英

語で授業を行っていたからといって解けない問題は非常

に少ない. たとえば, ｢和訳しなさい｣ という類の問題

はほとんど姿を消してしまっている. また, 従来からの

文法訳読式授業で英語を学習した受験生の大学入試セン

ター試験の結果を見たところで英語力が前年度よりも延

びているという証拠はない.

第二の課題については, 英語教員の belief (｢信念・

信条｣ と訳されるが, 適切な日本語がないので英語で表

現する) の問題と英語教員の英語力の問題があると推測

される. 英語教員の beliefには, 一般的に大きく分けて,

言語学習の beliefと言語教育の beliefがある. 英語教員

の beliefの問題については調査に大きな困難はあるが,

今後の研究が待たれるところである. また, 英語教員の

英語力の問題であるが, 英語教員といえども, 大学生の

時に英語だけで授業を受けた経験がないこと, 英語でコ

ミュニケーションする自信がないこと, 英語で授業を実

践した経験が全くないこと, 英語で授業をする方法につ

いての知識もなく研修も積んだことがないこと, 英語で

授業をしようというモティべーションがわかないことな

ど, 教員自身の自己研鑽だけでなく, 行政の観点から,

教員採用方法や教員の資質向上のための研修等にも打開

策を見いだすことができると考えられる.

今後, 可能であれば, 英語教員の意識面での調査を詳

細に行い, 諸課題を解決していく方策を分析・考察し,

研究していく必要がある.
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